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1. はじめに  

 国際リニアコライダー（ILC）は日本への誘致が期待されている電

子・陽電子衝突型直線加速器である.日本は環太平洋造山帯に位置

するので，立地に当たって地震の影響に対する対応が注目されると

ころである.地震動は地下岩盤内では地表に比較して数分の１から

1/5程度になることが知られており，地震による ILC施設への影響

は少ないと思われるが，わが国は地震国であることから地震に対す

る対応策を検討しておくことは有意義であると考えられ，地震の影

響に対する検討も行われている 1). 

 また，わが国では地震の影響を少なくするための免震技術が発達

している.免震技術を ILC 施設に適用することにより，より良好な

運用が可能になる可能性がある 2).しかしながら，免震技術は地盤

と構造物の間に柔軟に変形して地盤の揺れの上部構造物への伝達

を低減するものであり，常時微動に対しては微小な変形が増幅する

ことが懸念される.本研究では，ILC施設に適した免震技術について

検討するとともに，免震技術を適用した際の常時微動に対する構造

物への影響について検討した. 

 

2. ILC施設の概要と免震技術の適用検討 

2.1 ILC施設の概要 

 ILCの全体図を図1に示す 3).ILCでは，電子，陽電子発生源から

それぞれ電子，陽電子を発生させ，ビームをダンピングリングで整

え，メインリニアックで直線的に加速し，中央で衝突させる.その際

に発生する素粒子を検出器で捉える実験装置である. 

 図2にILCの概略の位置と後述する防災科学技術研究所の強震観

測網（KiK-net）の観測点の位置を併記した.ILC は北上山地南部に

分布する花崗岩地帯が候補地とされ，図1の施設はトンネルと空洞

からなる地下施設として計画されている.土被りは小さなところで

約20ｍ，大きなところで約600ｍである 4）. 

 

 

図1 国際リニアコライダー（ILC）全体図 

 

 

 

図2 ILCの北上候補サイトの位置と地震観測位置 

（防災科学研究所KiK-net HPに加筆） 
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2.2 ILC施設で想定される揺れ 

一般に，地下は地表より地震時の揺れが小さくなることが知られ

ている.図2に示したように，防災科学技術研究所では地表と地下約

100ｍに多数の地震計を設置している.ここでは北上山地に位置する

12 か所の観測点について，東北地方太平洋沖地震時に強震観測網

（KiK-net）で観測された地下の最大加速度と地表の最大加速度を調

べ，図3 に示した 5).地下は地表の約1/5 になっており，地下では地

上より地震時の被害を受けにくいことが分かる. 

 なお，図3 に赤で示した4 点は，北上山地に分布する花崗岩に設

けられた観測点である.そのうちの一つである藤沢観測点は ILC の

候補地域に分布する千厩花崗岩体に位置しており，後述する免震効

果の解析的検討では，藤沢観測点の地下100mで，東北地方太平洋

沖地震時に観察された地震動を検討に使うことにした. 

 

 

図3 東北地方太平洋沖地震時の北上山地地域における地表と 

地下の最大加速度比較 
 

2.3 ILC施設への免振技術適用検討 

 ILC 施設で最も重要な装置は，図１の中心部に位置する検出器で

ある.図4に示すように，検出器は2種類計画されており 3)，その基

礎部分に免震装置を設置することを検討する. 

 

図4 ILCの2種類の検出器と免震技術適用検討位置 

 

3. 免震技術の概要 

3.1 免震装置の原理 

 免震装置は，地盤（もしくは他に土台となるもの）と建物の間に

設置され，鉛直方向には構造物を支持しつつ，水平方向には柔軟に

変形して，建物が地盤の動きに追随しないで済むようにする装置で

ある（図5）.水平方向に柔らかくすることで建物の固有周期が伸び，

建物への地震入力が低減される.建物や地震の種類によって異なる

が，免震建物は地震の揺れの強さを耐震建物の半分以下に抑えるこ

とが可能である.本研究では建築分野で適用が進んだ免震技術を

ILC施設に適用することを検討した. 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図5 耐震建物と免震建物の地震時挙動比較 

 

3.2 免震装置の種類 

 表1に免震装置の一例を一覧表にして示す. 積層ゴム，すべり支

承，転がり支承などが一般に用いられるれる．この他，建物の過大

な変形を抑制するダンパーが併用される． 

 

表1 免震装置の種類

 

3.3 ILC施設に適した免震装置の検討 

 通常，免震建物は積層ゴムや弾性すべり支承で支持されているた

め，耐震建物に比較して水平剛性が小さく，常時微動による揺れが

大きくなる（図6）.極めて低振動な環境が求められるILC施設にお

 

免震装置 
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いては，この揺れによって施設の使用性に問題が生じることが懸念

される. 

 このため，ILC 検出器の免震化を検討する際には，常時微動によ

る免震装置の揺れを抑制する機構が必要となり，その対策の一つと

して剛すべり支承が挙げられる（図7）. 

 剛すべり支承は，弾性すべり支承と比較してすべり支承に積層ゴ

ム部がないため，常時微動においては耐震建物に近い挙動となり，

地震時にはすべりが生じて一般の免震建物と同じ挙動となる. 

 

 

図6 常時微動による揺れのイメージ図 

 

 

 

 

 

a) 剛すべり支承 

 

 

 

 

b) 弾性すべり支承 

図7 すべり支承の種類 

 

 

4. 免震技術を適用した施設の振動測定例 

 免震建物が常時微動によりどの程度の揺れが生じているかを実

際に測定した結果を図 8,9 に示す.両建物の地震時の設計周期はい

ずれも3秒以上である.図8a)は事務所ビル，図9a)は生産施設の測

定例である.免震装置はいずれも積層ゴムと弾性すべり支承が用い

られている.測定は加速度測定として，所定の前処理（HPF 0.3Hz）

をした後，積分を行うことにより変位を算出した.施設の場所に

よって変位は異なるが，外観的に見ると免震層下で数μm，免震層上

で数μm～20μm程度であり，免震層上での変位増幅が確認できる. 

 図8b),9b) に変位時刻歴から求めたフーリエ振幅を示す.免震装

置を取り付けたことにより 1Hz（1 秒）程度の振動成分が免震層上

で増幅していることが確認でき，また，常時微動では振幅依存性に

より，設計周期より卓越周期が短くなっていることがわかる. 

 
a) 常時微動測定結果 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 

b) フーリエ振幅 

 
図8 免震構造の測定結果（オフィスビル） 

 

 
a) 常時微動測定結果 

 

b) フーリエ振幅 

 
図9 免震構造の測定結果（生産施設） 

 

5. 地震・微動応答解析 

 ILC 検出器を免震化した際に検出器にどの程度の加速度，変位が

生じるか前述の藤沢の記録と簡易な解析モデルを用いて検討した. 

 

 

 

 

すべり板 
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5.1 解析モデル 

 図10に解析モデルを示す.解析モデルは，耐震モデル，免震モデ

ル1（積層ゴム＋オイルダンパー），及び上述した剛すべり支承を用

いた免震モデル 2 とした.耐震モデルは固有周期 0.44 秒程度（ILC

一次モード）6)，免震モデル 1は固有周期が 4.5 秒程度となるよう

にばねを設置したモデルとした（ILC重量15,500tf）.免震モデル2

の剛すべりの初期剛性は約 10,000tf/cm，摩擦係数は 0.01とした.

免震モデルのオイルダンパーは，等価減衰定数で 20%程度を付加し

ている. 

 また，微動解析においては，振幅依存性を考慮して免震周期は約

1秒（図 8,9参照，一般に微振動領域では免震周期は短くなる）と

なるように剛性を調整した．また，ダンパーは微振動領域では効果

がないものとして設置しなかった． 

 
図10 解析モデル 

 

5.2 検討に用いた入力地震動 

 入力地震動は，防災科学技術研究所強震観測網Kik-netで藤沢観

測点の地下 100ｍで観測された東北地方太平洋沖地震時の地震波の

一部（EW方向）とした（図11）.また，常時微動は同様に藤沢観測

点の静穏な状態（2018.7.23.正午）のデータ（EW方向）を用いた（図

12）. 

 

 
図11 地震波の加速度波形と応答スペクトル 

 

5.3応答解析結果 

1) 地震時応答解析結果 

 図 13，14 にそれぞれの解析モデルにおける ILC 検出器の加速度

と変位の時刻歴を示す.耐震モデルでは最大応答加速度が150gal程 

 

 

図12 常時微動の加速度波形と応答スペクトル 

 

度となっているのに対し，免震モデル1 では3gal程度と大幅に小さ

く，免震の効果が顕著に表れている.特に免震効果が大きいのは図11

に示したように今回検討に用いた入力波に長周期成分がほとんど

含まれていないためである.また，免震モデル2においては，剛すべ

り支承の初期剛性の影響により，若干免震モデルよりも加速度応答

は大きくなっているが，最大数 gal 程度であり，免震モデルと同様

に十分な免震効果が得られている.以上から，ILCを免震化すること

により，十分な地震応答低減効果が得られることが分かった. 

 また，図 14 に示した変位時刻歴では，耐震モデルで最大変位

2.5cm に対して免震モデルでは約4.5cmと2倍程度の変位となって

おり，免震モデルの方が変位は大きくなっている.上述したように今

回検討に用いた入力波には長周期成分が含まれていないため耐震

モデルと免震モデルの差はこの程度であるが，長周期成分がより卓

越する入力波においてはこの差は更に大きくなる. 

 また，免震モデル2では耐震モデルと同程度の変位となっている 

 

図13 地震応答解析結果(加速度時刻歴) 
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図14 地震応答解析結果（変位時刻歴） 

 

が，これは入力波に長周期成分が含まれていないためであり，長周

期成分が卓越する入力波では免震モデル1と免震モデル2の変位は

同程度になると考えられる（支承に滑りが生じるレベルの入力では，

免震モデル1と免震モデル2 は概ね同じ挙動となる）. 

 図 15 に加速度時刻歴から算出した各解析モデルのフーリエ振幅

を示す（フーリエ振幅は分析時間により縦軸の値が異なるのでここ

では参考値とする）.入力波に長周期成分がほとんどないことから免

震モデルでは明確なピークは見られない. 

 

図15 加速度フーリエ振幅 

 

2) 微動応答解析結果 

 図 16 に微動応答解析結果を示す.ILC 施設においては，極めて小

さい変位が問題となるため，解析結果は地盤に対する相対変位の時

刻歴を示している.ILC を地盤に固定した場合の相対変位は約 0.01

μm程度であるのに対し，免震モデル1では，免震層の剛性が小さ

いため，変位は最大で0.06μm程度と数倍大きくなっている. 

一方，免震モデル2では，剛すべり支承の効果により，耐震モデル

と概ね同程度の変位となっている.以上から，微振動領域では，ILC

を免震化することにより変位が大きくなるものの，剛すべり支承を

適用することにより，免震化しても変位の増大を抑えることが可能

であることが確認できた. 

 図 17 に変位時刻歴から算出したフーリエ振幅を示す（フーリエ

振幅は分析時間により縦軸の値が異なるのでここでは参考値とす

る）.免震モデル1 が約1Hz（周期1 秒）にピークが見られるのに対

し，免震モデル2 では耐震モデルと同程度の振動特性となっている. 

 
図16 常時微動解析結果（変位時刻歴） 

 

 
図17 変位フーリエ振幅 

 

６．おわりに 

 ILC 施設に適した免震技術について検討するとともに，応答解析

を行い，免震技術の効果を検討した.その結果，積層ゴムと剛すべり

支承を適用することにより，常時微動時に変位が増幅される現象を

抑制できることが分かった. 

 なお，今回の検討では，ILC検出器を 1質点に簡略化したモデル

で検討している.実際に近いモデルを用いて解析した場合，結果が

異なってくる可能性がある.この点については今後の検討課題とし

たい. 
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